
29 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 20.0 8.4 ▲ 0.9 ▲ 0.8

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 55.9 ▲ 27.1 ▲ 0.4 2.7

④組合等負担等額 ▲ 5.4 ▲ 29.9 11.8 0.4

⑤債務負担行為 111.4 129.5 6.5 ▲ 5.0

⑥一時借入金 皆増 500.0    皆減

元利償還金等(a) 14.7 7.0 ▲ 0.4 ▲ 0.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 29.2 15.9 7.7 8.6

公債費算入（準元利） 0.0 ▲ 1.6 ▲ 9.5 ▲ 18.6

事業費補正（元利） ▲ 20.5 ▲ 15.3 ▲ 22.8 ▲ 1.4

事業費補正（準元利） ▲ 1.2 ▲ 2.0 ▲ 1.7 3.8

密度補正（元利） 8.1 14.3 6.6 14.0

密度補正（準元利） ▲ 10.7 ▲ 2.2 ▲ 19.0 ▲ 24.9

算入公債費等の額(b) ▲ 0.6 0.5 ▲ 4.0 4.7

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

69.5 20.8 5.8 ▲ 9.6
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＝

H22決算単年
度の実質公債

費の比率
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－

－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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29 　　　那珂川町
4.6% 5.8%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.3 0.9 ▲ 3.7 ▲ 3.6

普通交付税額 ▲ 1.8 1.1 1.6 10.5

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 49.8

標準財政規模(c) 0.0 0.5 0.2 3.5

算入公債費等の額(b) ▲ 0.6 0.5 ▲ 4.0 4.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.1 0.6 0.7 3.4

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

69.4 20.2 5.1 ▲ 12.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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30 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 3.7 ▲ 4.0 0.4 2.4

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 0.6 23.0 ▲ 7.5 3.2

④組合等負担等額 15.7 ▲ 5.6 ▲ 12.9 ▲ 30.5

⑤債務負担行為 60.7 16.0 24.8 76.9

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 3.8 1.3 ▲ 1.6 2.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 34.9 16.5 11.5 9.5

公債費算入（準元利） ▲ 7.0 0.9 ▲ 6.2 ▲ 4.7

事業費補正（元利） ▲ 21.1 ▲ 32.2 ▲ 21.5 ▲ 3.3

事業費補正（準元利） 2.1 2.5 3.7 ▲ 1.1

密度補正（元利） ▲ 11.3 6.0 ▲ 3.3 ▲ 2.1

密度補正（準元利） ▲ 10.7 ▲ 2.1 ▲ 18.9 ▲ 24.9

算入公債費等の額(b) ▲ 5.9 ▲ 10.2 ▲ 3.3 1.7

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

25.2 20.4 0.5 4.0

H18決算
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13.4%40.37090861  / ３ ＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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30 　　　宇美町
11.2% 12.6%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.5 1.0 ▲ 4.5 ▲ 6.2

普通交付税額 ▲ 4.6 ▲ 4.1 2.0 6.4

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 41.5

標準財政規模(c) ▲ 0.1 ▲ 1.1 0.6 1.6

算入公債費等の額(b) ▲ 5.9 ▲ 10.2 ▲ 3.3 1.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 1.1 0.6 1.3 1.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

23.8 19.6 ▲ 0.8 2.3

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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31 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 14.0 10.5 2.4 ▲ 0.4

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 0.3 38.2 ▲ 7.3 21.7

④組合等負担等額 ▲ 12.2 ▲ 0.5 0.2 0.4

⑤債務負担行為 6.3 3.4 7.0 1.0

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 7.4 12.9 0.6 3.4

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 27.9 19.5 9.9 7.2

公債費算入（準元利） 8.9 ▲ 11.9 2.5 ▲ 3.2

事業費補正（元利） ▲ 0.5 0.0 ▲ 8.3 ▲ 4.7

事業費補正（準元利） 5.8 4.1 2.9 ▲ 0.2

密度補正（元利） 8.2 11.1 8.3 6.7

密度補正（準元利） ▲ 10.7 ▲ 2.1 ▲ 18.9 ▲ 24.9

算入公債費等の額(b) 4.9 3.5 ▲ 2.3 ▲ 1.2

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

27.4 74.9 11.8 19.1

H18決算

150,632

7.6%23.01822236  / ３ ＝

1,200,217 1,258,738 1,302,306 1,271,938
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費比率
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＝

H22決算単年
度の実質公債

費の比率
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5,154,3871,257,030

－

－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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31 　　　篠栗町
4.6% 6.1%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.7 2.2 ▲ 1.7 ▲ 4.6

普通交付税額 1.5 1.9 ▲ 1.7 5.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 43.2

標準財政規模(c) 1.0 1.7 0.9 2.4

算入公債費等の額(b) 4.9 3.5 ▲ 2.3 ▲ 1.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.1 1.2 1.7 3.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

27.3 72.8 9.8 15.3

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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32 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 2.7 ▲ 1.1 0.5 ▲ 0.3

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 1.1 2.4 ▲ 1.3 11.5

④組合等負担等額 17.5 ▲ 18.5 ▲ 1.3 1.1

⑤債務負担行為 36.5 15.3 56.5 5.5

⑥一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 1.3 ▲ 0.9 0.7 2.6

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 30.6 17.4 7.8 10.5

公債費算入（準元利） 0.0 1.2 ▲ 3.2 ▲ 8.6

事業費補正（元利） 7.8 ▲ 15.5 ▲ 11.7 ▲ 7.4

事業費補正（準元利） ▲ 14.9 5.2 ▲ 2.1 ▲ 7.1

密度補正（元利） 7.5 10.5 5.2 5.6

密度補正（準元利） ▲ 10.7 ▲ 2.1 ▲ 18.9 ▲ 25.0

算入公債費等の額(b) 4.9 3.6 ▲ 0.4 0.5

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 7.8 ▲ 6.2 2.1 5.5

H18決算

701,835

9.5%28.79901977  / ３ ＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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32 　　　志免町
10.2% 9.7%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.1 0.0 ▲ 2.8 ▲ 5.6

普通交付税額 ▲ 3.1 5.1 6.2 16.4

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.2 ▲ 6.3 55.2 52.5

標準財政規模(c) 1.4 0.5 1.6 2.7

算入公債費等の額(b) 4.9 3.6 ▲ 0.4 0.5

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.9 0.1 1.8 3.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 8.7 ▲ 6.3 0.3 2.4

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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33 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 0.1 ▲ 6.8 ▲ 6.7 1.1

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 3.0 ▲ 2.0 ▲ 5.0 ▲ 0.2

④組合等負担等額 ▲ 1.0 ▲ 0.9 ▲ 0.3 0.1

⑤債務負担行為 6.7 3.6 8.2 1.2

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 0.7 ▲ 4.9 ▲ 5.0 0.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 32.3 15.8 10.1 9.6

公債費算入（準元利） ▲ 0.2 5.9 ▲ 1.4 ▲ 3.2

事業費補正（元利） ▲ 3.3 ▲ 16.3 ▲ 13.8 ▲ 1.8

事業費補正（準元利） ▲ 1.5 1.4 1.5 ▲ 5.5

密度補正（元利） 6.2 8.7 6.7 5.4

密度補正（準元利） ▲ 3.6 ▲ 0.6 ▲ 10.3 ▲ 25.1

算入公債費等の額(b) 4.1 ▲ 2.7 ▲ 2.2 0.7

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 3.3 ▲ 7.6 ▲ 8.7 0.9
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12.5%37.53705957  / ３ ＝
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＝

H22決算単年
度の実質公債

費の比率
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4,369,942715,544

－

－

須恵町
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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33 　　　須恵町
14.4% 13.4%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.9 0.6 ▲ 3.9 ▲ 6.2

普通交付税額 0.9 ▲ 0.4 1.5 9.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 43.7

標準財政規模(c) 0.9 ▲ 0.1 0.8 2.9

算入公債費等の額(b) 4.1 ▲ 2.7 ▲ 2.2 0.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.3 0.4 1.4 3.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 3.6 ▲ 8.0 ▲ 9.9 ▲ 2.3

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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一般会計等の負担額
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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34 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 2.6 0.8 ▲ 2.9 ▲ 3.5

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 6.2 1.0 1.0 6.6

④組合等負担等額 22.5 ▲ 29.3 32.0 6.1

⑤債務負担行為 40.5 0.9 ▲ 2.0 0.5

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 5.0 ▲ 2.5 0.4 ▲ 0.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 14.8 12.3 7.5 6.6

公債費算入（準元利） 16.5 ▲ 0.1 ▲ 2.7 ▲ 9.7

事業費補正（元利） ▲ 4.3 ▲ 8.9 ▲ 5.6 0.8

事業費補正（準元利） 0.0 3.2 3.4 3.3

密度補正（元利） 8.0 10.9 18.2 6.1

密度補正（準元利） ▲ 4.7 2.9 ▲ 9.3 ▲ 16.4

算入公債費等の額(b) 5.9 3.7 2.8 3.0

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

4.2 ▲ 7.8 ▲ 1.9 ▲ 4.9
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624,244 661,257 685,405 704,400

平成22年度
の実質公債

費比率

146,072

1,358,740

63,495 89,226

59,682 69,541 69,499

H18決算

14,302

5,474 5,215 5,364 4,863

10,096 10,908 12,101

706,207

153,661 153,609 158,497 163,881

H19決算 H20決算

765,577

167,409 160,260 138,917

261,724 293,872 315,877

67,614

227,922

89,998 88,216

1,426,834 1,391,612 1,397,040

H22決算

0 0 0 0

H19決算 H20決算 H21決算

1,014,408 984,781

126,816 155,331 109,764 144,850

187,319 175,659 177,442 179,193

H18決算 H19決算 H20決算 H21決算

0 0 0 0

981,110 1,006,618

H21決算

＝
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－

－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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34 　　　新宮町
17.7% 17.2%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.9 ▲ 0.7 ▲ 2.6 ▲ 3.8

普通交付税額 7.4 22.4 15.0 46.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 54.0

標準財政規模(c) 2.5 0.5 1.5 4.6

算入公債費等の額(b) 5.9 3.7 2.8 3.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 2.0 0.0 1.3 4.9

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

2.2 ▲ 7.7 ▲ 3.2 ▲ 9.4

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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35 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 4.9 ▲ 5.5 ▲ 4.8 ▲ 19.3

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 0.1 2.0 0.4 0.7

④組合等負担等額 44.8 ▲ 23.6 17.2 5.6

⑤債務負担行為 46.8 257.0 ▲ 97.7 0.0

⑥一時借入金 皆増    皆減

元利償還金等(a) 8.4 33.9 ▲ 38.7 ▲ 10.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 34.6 18.5 11.0 9.9

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 ▲ 2.8 ▲ 6.8

事業費補正（元利） ▲ 14.7 ▲ 12.7 ▲ 16.5 ▲ 10.5

事業費補正（準元利） ▲ 2.1 ▲ 1.0 0.0 ▲ 5.0

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 4.9 7.3 ▲ 0.9 2.6

算入公債費等の額(b) 0.0 0.3 ▲ 1.9 ▲ 1.0

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

17.0 63.5 ▲ 58.7 ▲ 23.6
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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35 　　　久山町
21.7% 20.3%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 4.9 2.6 ▲ 4.2 ▲ 0.6

普通交付税額 ▲ 9.5 ▲ 0.7 16.9 0.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 42.3

標準財政規模(c) 1.6 1.6 1.9 3.0

算入公債費等の額(b) 0.0 0.3 ▲ 1.9 ▲ 1.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 1.9 1.8 2.6 3.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

14.9 60.5 ▲ 59.7 ▲ 26.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②満期一括償還債
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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36 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 6.2 2.6 ▲ 2.0 ▲ 1.1

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 0.1 ▲ 4.6 0.7 6.9

④組合等負担等額 ▲ 13.0 ▲ 4.4 ▲ 0.2 ▲ 0.2

⑤債務負担行為 6.4 1.0 10.5 1.0

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 2.7 0.4 ▲ 0.9 0.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 22.7 14.5 2.3 7.4

公債費算入（準元利） ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 1.9 ▲ 4.7

事業費補正（元利） ▲ 7.2 ▲ 18.0 ▲ 20.8 ▲ 14.9

事業費補正（準元利） 2.6 3.2 4.9 ▲ 4.4

密度補正（元利） 8.7 11.7 8.7 7.0

密度補正（準元利） ▲ 20.5 ▲ 1.9 ▲ 16.8 ▲ 21.7

算入公債費等の額(b) 0.7 ▲ 4.7 ▲ 6.7 ▲ 4.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

5.5 7.0 6.0 6.5
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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36 　　　粕屋町
16.6% 17.4%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.3 1.2 ▲ 3.2 ▲ 2.2

普通交付税額 ▲ 4.0 ▲ 3.2 5.5 11.5

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 53.6

標準財政規模(c) 0.8 0.3 0.4 3.3

算入公債費等の額(b) 0.7 ▲ 4.7 ▲ 6.7 ▲ 4.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.9 1.4 1.9 4.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

4.6 5.6 4.0 1.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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37 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 3.4 ▲ 7.0 17.5 ▲ 15.6

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 9.5 ▲ 6.0 22.0 ▲ 8.4

④組合等負担等額 8.9 ▲ 31.9 31.9 25.6

⑤債務負担行為

⑥一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 5.1 ▲ 8.2 19.9 ▲ 10.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 52.5 22.6 12.3 10.7

公債費算入（準元利） 0.4 0.0 ▲ 11.6 ▲ 16.0

事業費補正（元利） ▲ 5.5 ▲ 24.4 ▲ 21.1 ▲ 7.8

事業費補正（準元利） 2.7 ▲ 5.1 3.4 ▲ 3.9

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 14.7 ▲ 8.1 ▲ 3.7 ▲ 60.8

算入公債費等の額(b) 11.8 ▲ 2.9 ▲ 0.5 ▲ 4.4

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 25.5 ▲ 17.8 63.3 ▲ 19.1
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）

1/2



37 　　　芦屋町
10.6% 10.4%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 4.6 ▲ 1.1 ▲ 3.2 ▲ 5.3

普通交付税額 ▲ 1.4 5.8 0.9 8.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 33.1

標準財政規模(c) 0.9 1.8 1.9 4.5

算入公債費等の額(b) 11.8 ▲ 2.9 ▲ 0.5 ▲ 4.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.9 2.7 2.3 6.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 24.8 ▲ 20.0 59.6 ▲ 23.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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38 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 0.5 1.0 ▲ 3.0 ▲ 4.3

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 35.4 11.0 14.8 ▲ 5.8

④組合等負担等額 4.0 ▲ 14.2 0.7 ▲ 20.7

⑤債務負担行為

⑥一時借入金 170.2 ▲ 41.5 ▲ 91.7 ▲ 13.3

元利償還金等(a) 5.5 0.1 0.6 ▲ 6.9

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 30.0 17.2 10.0 7.6

公債費算入（準元利） 1.0 0.0 14.1 4.3

事業費補正（元利） ▲ 12.0 ▲ 7.0 ▲ 9.4 ▲ 3.5

事業費補正（準元利） 12.3 0.0 9.2 ▲ 16.5

密度補正（元利） ▲ 0.2 0.0 0.0 ▲ 0.4

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 6.9 3.3 4.0 ▲ 3.1

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

3.7 ▲ 4.2 ▲ 4.3 ▲ 12.8
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472,371

9.0%27.03257278  / ３ ＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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38 　　　水巻町
10.0% 9.8%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 4.2 1.0 ▲ 3.0 ▲ 6.3

普通交付税額 ▲ 6.3 2.4 3.0 7.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 42.9

標準財政規模(c) ▲ 0.6 1.1 2.1 2.3

算入公債費等の額(b) 6.9 3.3 4.0 ▲ 3.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.5 0.8 1.8 3.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

5.3 ▲ 5.0 ▲ 6.0 ▲ 15.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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39 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 3.7 0.3 1.6 ▲ 13.6

②満期一括償還債    皆増

③公営企業債等繰入額 ▲ 6.9 2.8 1.6 ▲ 0.7

④組合等負担等額 4.7 ▲ 15.6 4.5 ▲ 15.0

⑤債務負担行為

⑥一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 3.9 ▲ 1.0 2.0 ▲ 8.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 27.5 16.0 8.9 7.7

公債費算入（準元利） 0.2 0.0 ▲ 5.6 ▲ 17.9

事業費補正（元利） ▲ 20.7 ▲ 31.6 ▲ 9.0 1.2

事業費補正（準元利） ▲ 2.5 3.8 20.5 ▲ 5.2

密度補正（元利） ▲ 0.2 0.0 0.1 ▲ 0.5

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 1.0 0.8 10.5 ▲ 0.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 11.7 ▲ 4.5 ▲ 14.6 ▲ 27.2
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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39 　　　岡垣町
7.7% 6.9%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.3 1.0 ▲ 3.7 ▲ 4.7

普通交付税額 ▲ 3.1 0.2 7.4 7.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 47.3

標準財政規模(c) ▲ 0.8 0.4 2.7 3.2

算入公債費等の額(b) 1.0 0.8 10.5 ▲ 0.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.0 0.3 1.6 3.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 10.8 ▲ 4.7 ▲ 16.0 ▲ 29.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）

2/2



40 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 13.7 7.0 0.1 2.7

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 6.1 13.8 ▲ 16.4 9.0

④組合等負担等額 4.9 ▲ 14.9 2.0 ▲ 21.8

⑤債務負担行為 皆増    皆減

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 10.8 4.4 ▲ 2.7 0.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 33.7 17.7 9.7 9.9

公債費算入（準元利） 1.1 0.0 14.6 4.5

事業費補正（元利） 7.4 1.7 ▲ 17.3 8.0

事業費補正（準元利） 5.1 0.0 7.0 ▲ 14.8

密度補正（元利）

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 15.3 7.4 3.0 1.1

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

6.3 1.1 ▲ 9.4 ▲ 1.0

H18決算

364,949

10.9%32.82720604  / ３ ＝

367,647 424,004 455,484 469,077

平成22年度
の実質公債

費比率

99,888

732,596

0 509

9,472 9,576 9,579

H18決算

0

0 0 0 0

0 0 0

392,299

141,033 148,192 148,261 158,658

H19決算 H20決算

388,045

91,464 98,234 89,211

168,002 197,756 216,851

10,982

125,678

0 0

812,049 847,783 824,661

H22決算

0 0 0 0

H19決算 H20決算 H21決算

570,058 570,758

132,124 138,637 117,960 120,335

132,256 140,334 159,765 133,568

H18決算 H19決算 H20決算 H21決算

0 0 0 0

468,216 532,569

H21決算

＝

H22決算単年
度の実質公債

費の比率

351,996

3,466,752474,130

－

－

遠賀町
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＝
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0
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0
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H22決算
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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40 　　　遠賀町
11.7% 11.5%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 5.7 ▲ 1.8 ▲ 2.5 ▲ 6.7

普通交付税額 ▲ 3.9 13.3 2.8 15.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 45.8

標準財政規模(c) 2.2 1.7 2.1 3.7

算入公債費等の額(b) 15.3 7.4 3.0 1.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.7 0.9 2.0 4.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

5.6 0.2 ▲ 11.1 ▲ 4.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②満期一括償還債
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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41 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 6.6 3.4 ▲ 0.5 2.5

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 0.1 4.1 3.7 ▲ 0.1

④組合等負担等額 13.6 9.7 24.7 ▲ 3.1

⑤債務負担行為 ▲ 2.2 ▲ 2.3 ▲ 2.3 ▲ 2.4

⑥一時借入金 皆減

元利償還金等(a) 6.6 3.9 2.1 1.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 14.4 8.9 1.2 4.2

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 0.0 0.0

事業費補正（元利） ▲ 0.9 ▲ 4.3 ▲ 5.5 ▲ 5.7

事業費補正（準元利） 19.6 11.0 14.9 5.0

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 0.0 36.7 586.6 0.0

算入公債費等の額(b) 10.6 5.9 1.4 2.3

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

2.1 1.6 2.8 0.8

H18決算

354,994

17.1%51.41559678  / ３ ＝

395,107 437,001 462,828 469,479

平成22年度
の実質公債

費比率

95,523

750,101

7,819 7,645

9,960 9,961 9,962

H18決算

0

98 98 134 920

0 0 0

368,053

37,395 44,740 49,646 57,019

H19決算 H20決算

362,410

100,738 99,793 85,135

282,409 307,563 311,325

9,960

246,916

7,471 7,297

799,411 830,881 847,994

H22決算

76 0 0 0

H19決算 H20決算 H21決算

689,364 686,159

59,372 67,447 74,016 92,283

57,765 57,691 60,030 62,255

H18決算 H19決算 H20決算 H21決算

0 0 0 0

625,069 666,628

H21決算

＝

H22決算単年
度の実質公債

費の比率

381,700

2,286,731480,410

－

－

小竹町
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＝

378,515
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＝
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＝
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17.5% 17.3%

平成21年度

16.69195021%
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9,960

0
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62,216
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0
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0

◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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41 　　　小竹町
17.5% 17.3%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 4.2 ▲ 0.6 1.0 ▲ 8.4

普通交付税額 5.1 3.1 3.6 7.0

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 24.3

標準財政規模(c) 3.8 1.2 5.4 3.0

算入公債費等の額(b) 10.6 5.9 1.4 2.3

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 2.5 0.2 6.3 3.2

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 0.4 1.3 ▲ 3.2 ▲ 2.3

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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42 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 1.8 ▲ 2.5 ▲ 6.2 ▲ 14.1

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 1.8 ▲ 8.6 ▲ 0.5 19.1

④組合等負担等額 1.6 0.8 ▲ 1.4 ▲ 6.1

⑤債務負担行為

⑥一時借入金 13.6 96.1 ▲ 29.0 8.4

元利償還金等(a) 1.1 ▲ 3.3 ▲ 5.0 ▲ 7.5

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 15.2 4.7 ▲ 4.2 ▲ 3.6

公債費算入（準元利） ▲ 1.6 1.9 1.1 0.1

事業費補正（元利） ▲ 2.6 ▲ 7.4 ▲ 17.3 ▲ 8.2

事業費補正（準元利） 8.4 0.1 3.9 ▲ 6.8

密度補正（元利） ▲ 0.2 0.0 0.0 ▲ 0.4

密度補正（準元利） ▲ 26.2 ▲ 20.2 ▲ 2.0 14.0

算入公債費等の額(b) 5.0 ▲ 0.8 ▲ 5.5 ▲ 4.0

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 3.6 ▲ 6.5 ▲ 4.2 ▲ 12.2

H18決算

528,045

11.9%35.89152383  / ３ ＝

630,981 662,566 657,513 621,199

平成22年度
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費比率

148,208
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＝

H22決算単年
度の実質公債

費の比率
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－

－

鞍手町
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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42 　　　鞍手町
13.8% 13.2%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.5 3.0 ▲ 0.8 ▲ 6.5

普通交付税額 ▲ 5.2 ▲ 2.0 ▲ 1.1 9.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 41.9

標準財政規模(c) ▲ 2.6 0.3 1.6 3.5

算入公債費等の額(b) 5.0 ▲ 0.8 ▲ 5.5 ▲ 4.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 3.9 0.5 2.9 4.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

0.4 ▲ 7.0 ▲ 6.9 ▲ 16.2

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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43 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 1.7 ▲ 22.2 ▲ 3.8 ▲ 13.1

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額

④組合等負担等額 ▲ 0.2 ▲ 8.8 ▲ 84.7 ▲ 7.1

⑤債務負担行為 0.0 0.0 0.0 0.0

⑥一時借入金 124.0 ▲ 50.7 14.8 ▲ 3.2

元利償還金等(a) ▲ 1.4 ▲ 20.0 ▲ 17.0 ▲ 12.6

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） ▲ 1.0 ▲ 7.3 ▲ 2.5 ▲ 4.9

公債費算入（準元利） 0.2 0.2 0.4 0.0

事業費補正（元利） 1.5 ▲ 0.5 ▲ 16.3 ▲ 9.2

事業費補正（準元利） 0.0 ▲ 8.3 ▲ 79.2 0.0

密度補正（元利） ▲ 0.3 0.3 139.9 0.0

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 0.1 ▲ 5.3 ▲ 18.1 ▲ 6.0

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 3.1 ▲ 39.9 ▲ 14.7 ▲ 25.9
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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43 　　　桂川町
12.7% 10.2%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 0.3 ▲ 1.0 ▲ 4.4 ▲ 5.5

普通交付税額 ▲ 2.4 0.6 ▲ 3.8 5.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 27.7

標準財政規模(c) ▲ 1.9 ▲ 0.5 ▲ 1.0 2.5

算入公債費等の額(b) ▲ 0.1 ▲ 5.3 ▲ 18.1 ▲ 6.0

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.3 0.5 2.2 3.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 0.9 ▲ 40.2 ▲ 16.5 ▲ 28.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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44 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 6.6 6.7 1.8 3.1

②満期一括償還債    皆増 200.0 0.0

③公営企業債等繰入額 2.1 5.0 7.9 ▲ 1.5

④組合等負担等額 2.1 6.0 ▲ 0.3 ▲ 1.8

⑤債務負担行為 ▲ 14.8 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.2

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 4.8 6.3 3.3 1.6

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 23.0 24.7 13.9 9.4

公債費算入（準元利） 0.4 2.4 ▲ 3.6 0.4

事業費補正（元利） ▲ 9.7 ▲ 10.8 ▲ 23.3 ▲ 12.4

事業費補正（準元利） 7.1 6.0 3.3 ▲ 3.0

密度補正（元利） 皆増 106.0 59.4 67.7

密度補正（準元利） ▲ 1.9 ▲ 0.9 ▲ 0.5 ▲ 1.4

算入公債費等の額(b) 5.0 6.6 0.0 1.2

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

4.5 5.8 9.5 2.1

H18決算
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14.4%43.47224088  / ３ ＝
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平成22年度
の実質公債

費比率
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2,062,737
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＝

H22決算単年
度の実質公債

費の比率

897,187

6,210,8121,515,401

－

－

筑前町
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＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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44 　　　筑前町
13.6% 14.2%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.1 0.1 ▲ 2.3 ▲ 2.3

普通交付税額 0.8 7.0 4.4 4.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 44.8

標準財政規模(c) 1.4 2.7 3.4 4.3

算入公債費等の額(b) 5.0 6.6 0.0 1.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.6 1.7 4.3 5.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

3.9 4.1 5.0 ▲ 2.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②満期一括償還債
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一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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45 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 0.9 9.2 ▲ 3.7 ▲ 6.5

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 5.3 4.3 ▲ 25.6 ▲ 8.2

④組合等負担等額 34.5 5.4 0.7 1.7

⑤債務負担行為 0.0 0.0 ▲ 4.1 0.0

⑥一時借入金    皆増

元利償還金等(a) 1.7 8.8 ▲ 4.3 ▲ 6.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） ▲ 0.8 13.7 ▲ 0.6 ▲ 6.2

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） 17.7 18.4 ▲ 26.0 ▲ 22.6

事業費補正（準元利）

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 1.2 2.9 ▲ 2.8 5.1

算入公債費等の額(b) ▲ 0.1 13.7 ▲ 1.8 ▲ 6.6

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

4.8 0.8 ▲ 8.9 ▲ 5.0
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18.1%54.39535518  / ３ ＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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45 　　　東峰村
21.6% 20.2%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.5 ▲ 4.0 ▲ 4.3 ▲ 4.0

普通交付税額 3.5 11.6 4.1 3.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 10.5

標準財政規模(c) 2.5 8.2 5.4 3.3

算入公債費等の額(b) ▲ 0.1 13.7 ▲ 1.8 ▲ 6.6

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 3.5 6.3 8.1 6.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

1.2 ▲ 5.1 ▲ 15.7 ▲ 10.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ④組合等負担等額
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）

2/2



46 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 6.6 2.1 4.7 ▲ 8.8

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 19.1 ▲ 1.0 10.4 ▲ 7.0

④組合等負担等額 6.7 ▲ 2.9 ▲ 0.7 ▲ 1.6

⑤債務負担行為 ▲ 49.5 0.0 0.0 0.0

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 9.7 0.6 6.1 ▲ 7.6

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 28.0 14.4 19.1 8.0

公債費算入（準元利） 0.7 8.7 ▲ 0.2 1.5

事業費補正（元利） 1.2 ▲ 6.4 0.4 1.3

事業費補正（準元利） 10.0 7.9 3.0 ▲ 9.0

密度補正（元利） 0.0 0.5 0.3 ▲ 0.1

密度補正（準元利） ▲ 17.4 ▲ 31.8 ▲ 26.2 ▲ 23.8

算入公債費等の額(b) 9.6 4.8 5.8 ▲ 1.4

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

9.7 ▲ 5.6 6.5 ▲ 17.8
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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46 　　　大刀洗町
13.4% 13.5%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 6.3 ▲ 2.8 ▲ 2.1 ▲ 4.0

普通交付税額 0.3 10.2 3.0 5.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 37.5

標準財政規模(c) 2.6 2.8 3.1 3.4

算入公債費等の額(b) 9.6 4.8 5.8 ▲ 1.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 1.3 2.4 2.5 4.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

8.3 ▲ 7.8 3.9 ▲ 21.4

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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47 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 5.5 ▲ 40.1 5.9 10.1

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 14.6 56.1 ▲ 25.0 33.3

④組合等負担等額 ▲ 9.8 ▲ 10.7 ▲ 15.6 ▲ 5.8

⑤債務負担行為 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.5 ▲ 0.2

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 3.5 ▲ 29.8 3.1 6.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 35.2 17.8 17.0 10.1

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 0.0 ▲ 33.0

事業費補正（元利） ▲ 4.7 ▲ 53.5 ▲ 69.3 45.2

事業費補正（準元利） ▲ 0.2 ▲ 0.5 46.3 ▲ 41.2

密度補正（元利） 18.8 16.7 6.3 19.2

密度補正（準元利） ▲ 10.5 ▲ 10.5 ▲ 5.9 ▲ 13.1

算入公債費等の額(b) 11.1 ▲ 14.0 ▲ 0.5 5.2

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 1.1 ▲ 40.6 6.7 7.1
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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47 　　　大木町
11.4% 9.7%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 3.7 ▲ 1.7 ▲ 1.1 ▲ 5.0

普通交付税額 ▲ 3.6 4.0 0.2 11.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 37.1

標準財政規模(c) 0.1 0.1 2.6 4.6

算入公債費等の額(b) 11.1 ▲ 14.0 ▲ 0.5 5.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 0.8 1.3 2.8 4.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 0.2 ▲ 41.4 3.8 2.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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48 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 5.4 ▲ 3.7 ▲ 5.9 ▲ 5.3

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 42.6 43.0 130.8 6.0

④組合等負担等額 ▲ 7.3 ▲ 5.4 2.7 8.4

⑤債務負担行為 0.9 0.0 ▲ 0.1 ▲ 25.6

⑥一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 5.0 ▲ 3.1 ▲ 1.1 ▲ 3.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 23.4 12.0 7.9 9.5

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 1.1 0.2

事業費補正（元利） ▲ 10.9 ▲ 8.9 ▲ 6.8 ▲ 3.6

事業費補正（準元利） 13.3 4.8 1.5 5.5

密度補正（元利） 1.9 0.6 0.5 ▲ 0.2

密度補正（準元利） ▲ 3.4 ▲ 2.7 ▲ 7.2 0.1

算入公債費等の額(b) 1.8 0.2 ▲ 0.2 2.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 12.2 ▲ 7.1 ▲ 2.3 ▲ 10.9
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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48 　　　広川町
13.7% 12.5%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.4 1.4 ▲ 2.2 ▲ 3.0

普通交付税額 ▲ 0.3 2.5 3.0 9.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 45.4

標準財政規模(c) 0.2 1.4 2.3 4.7

算入公債費等の額(b) 1.8 0.2 ▲ 0.2 2.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.0 1.6 2.7 5.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 12.1 ▲ 8.6 ▲ 4.9 ▲ 15.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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49 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 4.2 ▲ 21.8 1.3 4.6

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 207.8 30.5 21.3 43.1

④組合等負担等額 ▲ 0.2 ▲ 11.2 ▲ 0.5 ▲ 63.4

⑤債務負担行為    皆増 14.6

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 3.9 ▲ 18.0 1.3 ▲ 15.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 20.3 9.2 2.2 4.6

公債費算入（準元利） ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.1 0.0

事業費補正（元利） ▲ 15.9 ▲ 25.6 ▲ 13.3 ▲ 3.7

事業費補正（準元利） 0.9 ▲ 9.2 3.1 ▲ 58.3

密度補正（元利） 20.8 9.9 48.2 23.3

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 2.3 ▲ 10.0 ▲ 2.9 ▲ 11.1

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

30.2 ▲ 43.8 22.8 ▲ 31.7
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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49 　　　香春町
3.9% 3.8%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 0.1 ▲ 4.4 ▲ 4.3 ▲ 6.6

普通交付税額 ▲ 2.9 2.7 2.1 5.5

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 27.0

標準財政規模(c) ▲ 2.2 ▲ 0.7 2.3 2.7

算入公債費等の額(b) ▲ 2.3 ▲ 10.0 ▲ 2.9 ▲ 11.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.2 0.8 3.1 4.6

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

33.1 ▲ 44.2 19.2 ▲ 34.7

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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50 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 9.7 ▲ 0.8 ▲ 6.6 ▲ 6.6

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 15.9 136.4 ▲ 33.9 ▲ 0.9

④組合等負担等額 ▲ 0.2 ▲ 11.1 ▲ 0.4 ▲ 63.2

⑤債務負担行為

⑥一時借入金 ▲ 18.2 ▲ 58.3 ▲ 13.3 0.0

元利償還金等(a) 8.4 ▲ 1.8 ▲ 6.1 ▲ 12.6

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 14.4 13.5 9.6 ▲ 2.8

公債費算入（準元利） ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.1 0.0

事業費補正（元利） ▲ 18.5 ▲ 6.9 ▲ 8.4 ▲ 4.3

事業費補正（準元利） 0.0 ▲ 12.1 0.0 ▲ 69.2

密度補正（元利）

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 7.1 8.4 6.8 ▲ 7.4

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

10.7 ▲ 19.1 ▲ 35.2 ▲ 32.0
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）

1/2



50 　　　添田町
16.8% 14.5%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 0.0 ▲ 2.2 ▲ 4.7 ▲ 1.5

普通交付税額 ▲ 1.5 4.7 4.1 3.4

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 19.5

標準財政規模(c) ▲ 1.5 2.4 4.0 3.3

算入公債費等の額(b) 7.1 8.4 6.8 ▲ 7.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 4.0 0.5 3.0 7.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

15.3 ▲ 19.5 ▲ 37.2 ▲ 36.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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51 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 1.3 ▲ 0.6 ▲ 2.6 1.8

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 0.1    皆減

④組合等負担等額 ▲ 44.0 32.8 77.8 10.9

⑤債務負担行為

⑥一時借入金    皆増 141.5 20.4

元利償還金等(a) ▲ 0.8 ▲ 1.6 0.2 2.4

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 16.8 9.1 2.1 4.7

公債費算入（準元利） 18.0 0.1 30.5 61.4

事業費補正（元利） 1.0 ▲ 13.4 ▲ 15.5 ▲ 6.6

事業費補正（準元利） ▲ 58.5 ▲ 18.8 75.0 109.8

密度補正（元利） 2.4 1.4 1.3 1.2

密度補正（準元利） ▲ 0.4    皆減

算入公債費等の額(b) 6.3 ▲ 2.5 ▲ 3.5 2.7

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 10.9 ▲ 0.1 6.4 2.0
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241,375

10.0%30.19282903  / ３ ＝
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8,998 3,736 3,034 5,309

H19決算 H20決算

215,021
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H22決算単年
度の実質公債

費の比率
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－

－

糸田町
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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51 　　　糸田町
10.4% 10.1%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.3 ▲ 4.0 ▲ 5.3 ▲ 4.9

普通交付税額 ▲ 3.2 2.3 4.0 6.7

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 16.6

標準財政規模(c) ▲ 2.0 ▲ 0.1 4.3 4.5

算入公債費等の額(b) 6.3 ▲ 2.5 ▲ 3.5 2.7

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 3.3 0.3 5.6 4.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 7.9 ▲ 0.4 0.8 ▲ 2.6

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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52 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 6.4 ▲ 6.4 ▲ 8.6 ▲ 7.1

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 1.4 ▲ 0.3 1.3 1.5

④組合等負担等額 ▲ 10.8 6.1 25.7 ▲ 3.2

⑤債務負担行為

⑥一時借入金 938.2 42.5 ▲ 5.5 22.3

元利償還金等(a) ▲ 6.3 ▲ 5.7 ▲ 6.9 ▲ 6.4

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） ▲ 2.6 ▲ 6.4 ▲ 10.4 ▲ 7.1

公債費算入（準元利） 76.5 0.3 98.3 98.0

事業費補正（元利） ▲ 6.1 ▲ 4.9 ▲ 5.2 ▲ 12.1

事業費補正（準元利） ▲ 1.9 ▲ 17.7 41.0 34.2

密度補正（元利） 0.6 1.6 2.2 2.1

密度補正（準元利） ▲ 1.0 0.3 0.2 ▲ 0.7

算入公債費等の額(b) ▲ 3.5 ▲ 5.5 ▲ 7.6 ▲ 7.4

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 11.0 ▲ 6.1 ▲ 5.8 ▲ 4.7
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＝
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473,069

4,316,113827,212

－

－

川崎町
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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52 　　　川崎町
13.8% 13.0%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.2 ▲ 1.4 ▲ 4.1 ▲ 3.8

普通交付税額 ▲ 9.3 ▲ 2.2 0.8 3.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 24.9

標準財政規模(c) ▲ 6.2 ▲ 2.1 1.5 2.4

算入公債費等の額(b) ▲ 3.5 ▲ 5.5 ▲ 7.6 ▲ 7.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 6.8 ▲ 1.2 3.6 4.5

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 4.5 ▲ 5.0 ▲ 9.1 ▲ 8.8

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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53 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 0.2 2.5 9.1 8.9

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額

④組合等負担等額 ▲ 0.2 ▲ 11.3 ▲ 0.2 ▲ 63.3

⑤債務負担行為

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 0.2 0.6 8.0 1.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 6.9 3.6 11.8 13.4

公債費算入（準元利） ▲ 0.1 0.0 0.0 0.0

事業費補正（元利） ▲ 4.9 ▲ 8.9 ▲ 18.7 ▲ 10.7

事業費補正（準元利） 0.0 ▲ 12.1 0.0 ▲ 69.1

密度補正（元利）

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 1.7 ▲ 2.3 0.4 0.6

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 6.4 14.4 38.5 2.1
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－
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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53 　　　大任町
8.0% 9.3%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 2.0 ▲ 1.1 ▲ 2.2 0.0

普通交付税額 0.5 ▲ 0.8 ▲ 0.3 4.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 15.1

標準財政規模(c) ▲ 0.7 ▲ 1.2 2.1 4.0

算入公債費等の額(b) 1.7 ▲ 2.3 0.4 0.6

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.5 ▲ 0.8 2.7 5.2

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 4.9 15.2 34.9 ▲ 3.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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54 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 13.3 ▲ 3.3 5.8 8.8

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 皆減    皆増 1.5

④組合等負担等額 ▲ 0.1 ▲ 11.4 ▲ 0.1 ▲ 63.7

⑤債務負担行為

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 8.3 ▲ 4.9 5.0 ▲ 4.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 33.1 5.5 4.9 1.0

公債費算入（準元利） 0.0 0.0 0.0 0.0

事業費補正（元利） ▲ 2.0 ▲ 6.0 ▲ 37.0 ▲ 31.8

事業費補正（準元利） 0.0 ▲ 12.1 0.0 ▲ 69.1

密度補正（元利）

密度補正（準元利） 34.5 11.9 0.5 0.5

算入公債費等の額(b) 10.3 ▲ 1.7 ▲ 15.0 ▲ 17.6

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

   皆減    皆増 70.3
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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54 　　　赤村
-0.4% 0.8%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 0.3 ▲ 2.9 ▲ 4.0 ▲ 4.2

普通交付税額 2.3 13.8 ▲ 10.2 4.0

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 10.5

標準財政規模(c) 1.0 9.5 ▲ 5.9 3.1

算入公債費等の額(b) 10.3 ▲ 1.7 ▲ 15.0 ▲ 17.6

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 1.4 12.7 ▲ 3.6 7.7

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

   皆減    皆増 58.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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55 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 7.4 7.3 ▲ 1.1 0.9

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 ▲ 5.1 ▲ 6.8 ▲ 8.1 ▲ 2.9

④組合等負担等額 ▲ 53.4 ▲ 50.8 25.1 45.4

⑤債務負担行為 277.2 369.5 110.3 1.5

⑥一時借入金 189.7    皆減    皆増 ▲ 37.2

元利償還金等(a) 5.9 7.6 0.7 1.2

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 10.9 27.3 1.3 5.6

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 0.4 ▲ 1.3 ▲ 7.2 ▲ 4.4

事業費補正（準元利）

密度補正（元利） 3.7 5.8 2.3 2.3

密度補正（準元利） ▲ 35.5 0.0    皆減

算入公債費等の額(b) 5.3 14.0 ▲ 2.0 1.9

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

6.8 ▲ 3.0 5.8 0.0

H18決算

808,104

14.5%43.59079901  / ３ ＝

1,357,054 1,429,356 1,629,170 1,597,164

平成22年度
の実質公債

費比率

622,497

2,165,158

2,017 7,609

0 0 0
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1,335 861 861 0
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0 0 0 0
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0
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＝

H22決算単年
度の実質公債

費の比率

886,343

6,236,6101,627,769

－

－

福智町
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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55 　　　福智町
14.4% 14.7%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 0.5 ▲ 2.3 ▲ 2.8 ▲ 6.2

普通交付税額 ▲ 0.5 5.6 1.3 5.4

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 20.5

標準財政規模(c) ▲ 1.1 2.6 3.0 3.6

算入公債費等の額(b) 5.3 14.0 ▲ 2.0 1.9

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.5 ▲ 0.2 4.5 4.1

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

9.5 ▲ 2.7 1.3 ▲ 3.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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56 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 4.7 ▲ 2.2 ▲ 0.1 0.4

②満期一括償還債 皆増 0.0 0.0 0.0

③公営企業債等繰入額 32.0 7.2 ▲ 5.0 ▲ 10.7

④組合等負担等額

⑤債務負担行為 ▲ 8.0 ▲ 9.4 ▲ 11.4 ▲ 13.2

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 8.5 ▲ 0.7 ▲ 1.7 ▲ 2.5

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 20.7 14.3 6.7 5.3

公債費算入（準元利）

事業費補正（元利） ▲ 14.9 ▲ 19.3 22.6 16.1

事業費補正（準元利） 12.2 6.8 3.4 ▲ 12.8

密度補正（元利） 0.3 0.7 0.6 0.1

密度補正（準元利） ▲ 0.3 ▲ 2.5 ▲ 0.6 ▲ 6.0

算入公債費等の額(b) 10.3 6.5 7.3 2.2

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

7.3 ▲ 6.0 ▲ 9.1 ▲ 7.0

H18決算

871,018

10.0%30.16101805  / ３ ＝
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費比率
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＝
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費の比率
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－

－

苅田町

平成18年度

10.9%

平成19年度

9.0%

＝

798,741

実質公債費比率
平成20年度 平成22年度

＝
1,527,706 785,116

8,500,556

9.9%

＝

9.9%

9.9% 9.9%

平成21年度

9.62472652%

10.0%

11.15018341

9.38610812

9.62472652

(H20単年度の実質公債費比率)

(H21単年度の実質公債費比率)

(H22単年度の実質公債費比率)

471,941
0

38,780
11,428

785,116

742,590

H22決算

286,136

0

63,557

0

1,527,706

97,571

149,691

H22決算

1,174,680

3,333

◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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56 　　　苅田町
9.9% 9.9%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 6.3 ▲ 18.9 6.3 ▲ 8.8

普通交付税額

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 0.2

標準財政規模(c) 5.7 ▲ 18.5 7.9 ▲ 8.4

算入公債費等の額(b) 10.3 6.5 7.3 2.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 5.5 ▲ 20.2 8.0 ▲ 9.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

1.7 17.9 ▲ 15.8 2.5

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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57 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 ▲ 7.5 ▲ 1.5 ▲ 2.0 ▲ 4.0

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 6.4 8.4 4.0 3.5

④組合等負担等額 ▲ 10.0 ▲ 9.1 ▲ 76.2 ▲ 60.3

⑤債務負担行為 7.5 5.7 15.5 ▲ 1.4

⑥一時借入金

元利償還金等(a) ▲ 6.2 ▲ 0.8 ▲ 4.1 ▲ 3.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 9.0 2.7 6.6 5.8

公債費算入（準元利） 8.5 ▲ 15.3 ▲ 27.9 ▲ 27.8

事業費補正（元利） ▲ 32.7 ▲ 36.4 4.5 ▲ 2.1

事業費補正（準元利） 13.9 11.8 ▲ 8.3 ▲ 1.6

密度補正（元利） 6.5 11.1 6.4 8.7

密度補正（準元利） 12.1 38.2 42.9 21.3

算入公債費等の額(b) ▲ 3.3 ▲ 4.8 5.2 4.2

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 9.2 3.8 ▲ 13.6 ▲ 13.5

H18決算
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10.6%32.09966162  / ３ ＝
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＝
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みやこ町
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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57 　　　みやこ町
12.9% 11.9%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 ▲ 1.2 2.1 ▲ 1.3 ▲ 6.3

普通交付税額 ▲ 2.3 1.7 3.0 8.9

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 32.4

標準財政規模(c) ▲ 2.3 1.4 4.3 5.2

算入公債費等の額(b) ▲ 3.3 ▲ 4.8 5.2 4.2

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模

▲ 2.2 2.2 4.2 5.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 7.2 1.6 ▲ 17.1 ▲ 17.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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58 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 1.7 10.9 3.9 5.8

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 12.0 41.9 13.4 1.5

④組合等負担等額 ▲ 6.3 ▲ 11.5 ▲ 13.6 ▲ 16.7

⑤債務負担行為 223.9 48.7 48.2 121.6

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 3.1 14.3 4.6 3.8

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 40.0 18.0 12.6 11.2

公債費算入（準元利） 4.7 ▲ 0.2 7.1 20.0

事業費補正（元利） ▲ 19.2 ▲ 21.5 ▲ 33.7 ▲ 42.7

事業費補正（準元利） 20.9 3.6 0.7 5.5

密度補正（元利） 0.3 0.5 0.0 0.4

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) 22.2 8.2 5.0 7.1

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

▲ 16.2 23.4 4.1 ▲ 0.5

H18決算
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7.5%22.64671605  / ３ ＝
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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58 　　　吉富町
7.0% 7.1%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 9.9 ▲ 17.0 1.0 ▲ 7.7

普通交付税額 ▲ 1.0 22.9 ▲ 1.9 12.2

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 30.9

標準財政規模(c) 4.0 ▲ 1.0 3.2 5.0

算入公債費等の額(b) 22.2 8.2 5.0 7.1

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 2.6 ▲ 1.9 3.0 4.8

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 18.4 25.8 1.1 ▲ 5.1

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）

2/2



59 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 2.0 ▲ 1.1 ▲ 0.2 4.0

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 5.5 ▲ 1.9 13.7 ▲ 3.7

④組合等負担等額 1.3 ▲ 9.7 ▲ 5.8 ▲ 0.5

⑤債務負担行為 149.4 152.3 40.1 111.2

⑥一時借入金    皆増    皆減

元利償還金等(a) 2.3 ▲ 1.1 0.5 4.3

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 4.2 0.2 ▲ 0.1 8.9

公債費算入（準元利） 6.1 ▲ 0.1 6.0 15.9

事業費補正（元利） ▲ 6.4 ▲ 9.1 ▲ 7.9 ▲ 3.2

事業費補正（準元利） 11.6 ▲ 37.2 66.9 8.1

密度補正（元利） 1.8 1.4 1.0 2.9

密度補正（準元利） 0.5 1.4 16.9 1.8

算入公債費等の額(b) 1.8 ▲ 3.6 0.4 6.4

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

3.2 3.3 0.7 0.7
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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59 　　　上毛町
14.7% 14.5%◎ 実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 2.4 ▲ 0.5 ▲ 1.1 ▲ 8.9

普通交付税額 3.0 4.6 3.4 11.3

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 22.7

標準財政規模(c) 2.0 2.5 4.8 6.9

算入公債費等の額(b) 1.8 ▲ 3.6 0.4 6.4

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 2.1 4.1 5.9 7.0

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

1.1 ▲ 0.8 ▲ 4.9 ▲ 5.9

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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60 　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH22決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b) 比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数第２位以下切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

①元利償還金 4.9 ▲ 1.3 ▲ 3.3 ▲ 6.3

②満期一括償還債

③公営企業債等繰入額 3.2 ▲ 0.6 25.8 19.9

④組合等負担等額 ▲ 1.9 ▲ 8.6 ▲ 72.9 ▲ 34.1

⑤債務負担行為 3.6 4.7 12.9 8.2

⑥一時借入金

元利償還金等(a) 4.6 ▲ 1.3 ▲ 2.6 ▲ 4.0

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

公債費算入（元利） 14.2 0.8 4.7 1.9

公債費算入（準元利） 0.0 ▲ 17.9 ▲ 42.6 ▲ 3.6

事業費補正（元利） 0.5 ▲ 4.9 ▲ 13.8 ▲ 8.0

事業費補正（準元利） 30.0 51.2 9.7 16.8

密度補正（元利） ▲ 2.1 0.0 3.7 0.7

密度補正（準元利） 6.5 9.2 1.5 6.3

算入公債費等の額(b) 9.7 1.6 ▲ 0.3 0.8

◎　一般会計等の負担額（分子） 　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

一般会計等の
負担額

0.0 ▲ 4.3 ▲ 5.0 ▲ 9.4
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◎ 実質公債費比率の状況と推移

（※平成18年度の実質公債費比率は、地方財政状況調査に基づく数値。）
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○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率 増減率

標準税収入額等 1.6 ▲ 1.9 ▲ 1.9 ▲ 5.2

普通交付税額 3.8 3.3 1.3 7.1

臨時財政対策債発行可能額 ▲ 9.3 ▲ 6.3 55.2 30.4

標準財政規模(c) 2.2 0.9 2.8 4.6

算入公債費等の額(b) 9.7 1.6 ▲ 0.3 0.8

◎　比較する財政の規模（分母） 　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b) 増減率 増減率 増減率 増減率

比較する財政の
規模 0.9 0.7 3.4 5.3

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率 増減率

▲ 0.9 ▲ 5.0 ▲ 8.1 ▲ 14.0

○　経年推移グラフ

○用語解説
・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計
・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの
・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び公債費充当特定財源(※)の額を控除した額
　　　　(※ 地方公共団体財政健全化法施行に伴い、平成19年度算定から算定ルールが変更され、都市計画税充当可能額が特定財源として追加)
・②満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額
　　　　　　　　　　　　　　（減債基金積立不足額を考慮して算定した額はここに含めている。）
・③公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
・④組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
・⑤債務負担行為 ： 債務負担行為に基づく当該年度の支出のうち公債費に準ずるもの
・⑥一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子
・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入
　　された額（算入の方式として、公債費算入、事業費補正算入及び密度補正算入の３通りがある。）
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百万円 元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

①元利償還金 ②満期一括償還債
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百万円
一般会計等の負担額及び実質公債費比率

一般会計等の負担額
実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数第２位を四捨五入して表示。）
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